
書面主義を卒業 

 昨年９月１日施行の民法改正があり、商

品等の買い手は売り手に対し、書面での領

収書に代えて電子領収書の交付を請求でき

ることになりました。書面主義だった民法

が変わったのです。 

 条文としては、弁済者に電子領収書の交

付請求権があり、弁済受領者には、不相当

な負担でない限り、それに応ずる義務があ

ると、しています。弁済者には、領収書の提

供方式が書面と電子のいずれに依るのかの

選択権が与えられたわけです。 

保存・閲覧の可能状態 

 電子領収書の発行とは、弁済者が電子領

収書を保存、あるいは閲覧し得る状態にす

ることです。閲覧する電子領収書は、撮影

等による画像保存が可能でなければなりま

せん。アプリ上で画面表示された領収書の

内容を撮影画像として保存されたものも、

弁済がなされたことの証拠として一定の価

値を有する、と案内されています。 

「不相当な負担」の意味 

 また、「不相当な負担」の意味は、次のよ

うな場合のことです。  

①請求時点において弁済受領者側に電子領

収書提供情報システム等が整備されていな

い 

②請求時点においてシステム障害等による

電子領収書発行困難事情がある 

③弁済者の要求が弁済受領者側の対応困難

な方式での電子領収書である 

 なお、電子領収書の発行システム等の体

制整備がされているにもかかわらず、前例

がないことを理由にしたり、たまたま対応

した従業員に操作能力がなかった、という

ような場合については、「不相当な負担」に

は当たりません。 

インボイスとの兼ね合い 

 また、令和５年10月より適格請求書等保

存方式（インボイス制度）が導入されます

が、「民法上の受取証書」と「区分記載適格

請求書（インボイス）」では、必要とされる

記載事項が異なります。ただし、「民法上の

受取証書」と、それ以前に発行されている

請求書や納品書を含めて、インボイスが必

要としている事項、①請求書発行者の氏名

又は名称、②取引年月日、③取引内容、④税

率ごとに区分して合計した税込対価の額、

⑤請求書受領者の氏名又は名称、が記載さ

れていれば、これを保存することにより消

費税の仕入税額控除の適用を受けることが

できます。 
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民法の改正による 

電子領収書の提供請求権 

これを保
存してお
くのね。 
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